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企業が新しい市場へ製品を供給し消費者に何らかの価値を提供するプロセスを考察すると

き、バリューチェーンのつながりを無視することはできないであろう。バリューチェーン（価

値連鎖）は主活動と支援活動からなり、主活動は、購買物流、製造、出荷物流、マーケティン

グと販売、販売後サービスに分けられる。支援活動は、全般管理、人的資源管理、技術開発、

調達活動から構成される 18)。また、企業の海外事業に対する戦略には、グローバル戦略とマル

チドメスティック戦略があり、バリューチェーンのそれぞれの活動がグローバルに展開された

り、国内を中心に展開されたりもすると考えられているのである 19)。しかし、こうしたバリュ

ーチェーンの概念は、既存市場の顧客に対して、どのように価値を提供しながら製品やサービ

スの供給を行っていくべきかについて説明することができる一方、BOP 市場へのバリューを提

供するプロセスを説明することはできないのである。 
バリューチェーン（価値連鎖）の主活動のなかで購買物流は、原材料や部品を工場まで運び

入れる活動を指し、ジャスト・イン・タイムなど高度な経営手法が前提となるものである。原

材料や部品を製品に仕上げる製造段階では、最新の生産システムによって規模の経済性が実現

されたり、FMS（flexible manufacturing system）などが導入され、価値が生み出されること

が想定されている 20)。その先の製品を配送する出荷物流やマーケティング活動、顧客に対する

販売後サービスなどは、情報技術の活用による物流の効率化や顧客ニーズの獲得が不可欠とな

るものである。こうした当たり前ともいえる価値創出のプロセスを、高度な経営システムや ICT
技術が活用されていない BOP 市場へ適応することは極めて困難であり、この市場に適合する

新しいバリューチェーンの定義や方法が必要となるのである。 
 
 

Ⅴ．まとめ 
 企業が BOP の層へのビジネス活動を行うためには、第一にサプライチェーンの川下に対す

る価値創出をいかに行うかが重要な点になるであろう。前述のバリューチェーン（価値連鎖）

に照らせば、特にマーケティングと販売、販売後サービスの段階となる。また日本企業は、高

度な技術を活用したハイスペック、ハイエンドの商品供給を行うことからも脱却していかなけ

ればならず、BOP 層の多様なニーズにも対応できる幅広い製品開発を行うことが急がれている。

しかし一方では、BOP 層への販売やマーケティング活動には多くの限界が存在することが指摘

されている。図－2 では、BOP 層に進出する際の従来手法の限界点として様々な点が指摘され

ているが、BOP 層にはそもそも、これまでのブランディングやプロモーションの手法が利用で

きないのであり、商品の便益や使い方を実際に体験させるなどの地道な普及活動が不可欠とな

るのである。また BOP 層は人口規模が巨大であるにも関わらず、現地のニーズなど、情報の

収集が容易にできる市場を形成してはいないため、実際に現地に赴いてのフィールドワークに

より、きめ細やかな情報収集を行うことが重要になる。商品供給のネットワークを切り開いて

いくためには、現地に精通した NGO や NPO の協力も欠かせないものになるであろう。 
これまで、企業は海外子会社だけでなく外部企業との連携も含めたサプライチェーンの構築

によって Win-Win の関係を築いてきた。そしてまた、BOP ビジネスを行うためにも、この市
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場から生まれる企業家や、政府関係者、マイクロファイナンス提供団体、地域の有力者やボラ

ンティアなど、法人、非営利団体に関わらず、様々な利害関係者との連携が不可欠になるので

ある。 
 これまでの企業の海外進出は、投資国企業の企業益と投資受入国の国益との間のバーゲニン

グパワーにも左右されながら決定されてきた。企業の持つ企業特殊的優位性や投資受入国の立

地特殊的優位性などが考慮されながら進展してきたのである。技術格差を利用して生産拠点を

移転したり、競争優位性を確保するため、ネットワーク組織を形成して相乗効果を狙った経営

も行われ、実益重視の企業活動が実践されてきたのも事実である。一方の BOP 層向けビジネ

スは、企業の海外進出を促すインセンティブも強くは働かず、むしろ不確実性の高い未知の市

場への進出となるのである。しかしこうした、これまでのグローバルビジネス戦略が通用しな

い新たな市場への欧米や新興国の企業進出が活発化してきており、日本企業の進出も急がれて

いるのである。グローバルビジネスの新たな潮流は、BOP 市場を抜きにしては語れないものと

なりつつある。未開の市場に新たな価値を提供し、多くの利害関係者と、いかに早くネットワ

ークを構築することができるのか、我が国企業のみならず、先進国、途上国の枠組みを超えた

世界各国の企業の手腕が今まさに試されているのである。 
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